


 

 

さいたま市規則第８３号 

   さいたま市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業に関する利用者負担額

を定める条例施行規則の一部を改正する規則 

 さいたま市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業に関する利用者負担額を定

める条例施行規則（平成２７年さいたま市規則第７０号）の一部を次のように改正す

る。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

別表第１（第２条関係） 別表第１（第２条関係） 

 ［略］ 
 

 ［略］ 
 

 備考  備考 

  １ 「所得割額」とは、地方税法（昭和２５年

法律第２２６号）第２９２条第１項第２号に

規定する所得割の額をいう。所得割額の計算

に当たっては、同法第３１４条の７、第３１

４条の８及び第３１４条の９並びに附則第５

条第３項、第５条の４第５項、第５条の５第

２項、第７条の２第４項及び第５項、第７条

の３第３項並びに第４５条の規定は、適用し

ないものとする。 

  １ 「所得割額」とは、地方税法（昭和２５年

法律第２２６号）第２９２条第１項第２号に

規定する所得割の額をいう。所得割額の計算

に当たっては、同法第３１４条の７、第３１

４条の８及び第３１４条の９並びに附則第５

条第３項、第５条の４第６項、第５条の４の

２第５項、第５条の５第２項、第７条の２第

４項及び第５項、第７条の３第２項並びに第

４５条の規定は、適用しないものとする。 

  ２・３ ［略］   ２・３ ［略］ 

  

別表第２（第２条関係） 別表第２（第２条関係） 

 ［略］ 
 

 ［略］ 
 

備考 備考 

  １ 「均等割額」とは、地方税法第２９２条第

１項第１号に規定する均等割の額をいい、「

所得割額」とは、同項第２号に規定する所得

割の額をいう。この場合において、同法第３

２３条に規定する市町村民税の減免があった

ときは、その額を所得割額又は均等割額から

順次控除して得た額を所得割額又は均等割額

とし、所得割額の計算に当たっては、同法第

３１４条の７、第３１４条の８及び第３１４

条の９並びに附則第５条第３項、第５条の４

  １ 「均等割額」とは、地方税法第２９２条第

１項第１号に規定する均等割の額をいい、「

所得割額」とは、同項第２号に規定する所得

割の額をいう。この場合において、同法第３

２３条に規定する市町村民税の減免があった

ときは、その額を所得割額又は均等割額から

順次控除して得た額を所得割額又は均等割額

とし、所得割額の計算に当たっては、同法第

３１４条の７、第３１４条の８及び第３１４

条の９並びに附則第５条第３項、第５条の４



 

 

第５項、第５条の５第２項、第７条の２第４

項及び第５項、第７条の３第３項並びに第４

５条の規定は適用しないものとする。 

第６項、第５条の４の２第５項、第５条の５

第２項、第７条の２第４項及び第５項、第７

条の３第２項並びに第４５条の規定は適用し

ないものとする。 

 ２～４ ［略］   ２～４ ［略］ 

  ５ この表の規定にかかわらず、子ども・子育 

   て支援法施行令（平成２６年政令第２１３号。

   以下「政令」という。）第１４条に規定する

特定被監護者等（以下「特定被監護者等」と

いう。）が２人以上いる場合の特定被監護者

等のうち第２年長子どもに係る利用者負担額

は、この表により算定された利用者負担額に

２分の１を乗じて得た額とする。 

  ５ 子どもの属する世帯が次に掲げる世帯の場

合で、市町村民税所得割額が６３，９００円

未満である場合は、この表の規定にかかわら

ず、この表により算定された利用者負担額に

２分の１を乗じた額とする。 

    ⑴ 「母子世帯等」…母子及び父子並びに寡

婦福祉法による配偶者のない者で現に子ど

もを扶養しているものの世帯 

    ⑵ 「在宅障害児（者）等のいる世帯」…次

に掲げる者を有する世帯をいう。 

     ア 身体障害者福祉法第１５条第４項の規

定により身体障害者手帳の交付を受けた

者 

     イ 療育手帳制度要綱の規定により療育手

帳の交付を受けた者 

     ウ 精神保健及び精神障害者福祉に関する

法律第４５条第２項の規定により精神障

害者保健福祉手帳の交付を受けた者 

     エ 特別児童扶養手当等の支給に関する法

律に定める特別児童扶養手当の支給対象

児童、国民年金法に定める国民年金の障

害基礎年金等の受給者その他適当な者 

     オ 要保護者及び市長が要保護者に準じる

程度に困窮していると認める者 

  ６ この表の規定にかかわらず、政令第１３条

第２項に規定する負担額算定基準子ども（以

下「負担額算定基準子ども」という。）が同

一世帯に３人以上いる場合の負担額算定基準

子どものうち第１年長子ども及び第２年長子

ども以外の子どもに係る利用者負担額は、０

円とする。 

  ６ 子どもの属する世帯が前項各号に掲げる世

帯の場合で、市町村民税所得割額が６３，９

００円以上７７，１０１円未満である場合に

は、この表の規定にかかわらず、３歳未満児 

   に係る利用者負担額は、９，０００円とする。

  ７ この表及び前項の規定にかかわらず、特定

被監護者等が３人以上いる場合であって、市

町村民税所得割額が５７，７００円未満であ

る世帯の場合の特定被監護者等のうち第１年

長子ども及び第２年長子ども以外の子どもに

係る利用者負担額は、０円とする。 

  ７ この表及び前２項の規定にかかわらず、子

ども・子育て支援法施行令（平成２６年政令

第２１３号。以下「政令」という。）第１４

条に規定する特定被監護者等（以下「特定被

監護者等」という。）が同一世帯に２人以上

いる場合であって、特定被監護者等のうち、

第１年長子どもが認可外保育施設（児童福祉

法第５９条第１項に規定する施設のうち、同

法第６条の３第９項から第１２項まで又は同

法第３９条第１項に規定する業務を目的とす



 

 

るものであって、法第３０条の１１第１項の

規定による確認を受けたものをいう。）に在

籍している場合の第２年長子どもの利用者負

担額は、この表により算定された利用者負担

額に２分の１を乗じて得た額とする。 

  ８ 子どもの属する世帯が次に掲げる世帯の場

合で、市町村民税所得割額が６３，９００円

未満である場合は、この表の規定にかかわら

ず、特定被監護者等のうち第１年長子どもに

係る利用者負担額は、この表により算定され 

   た利用者負担額に２分の１を乗じた額とする。

  ８ この表及び前３項の規定にかかわらず、政

令第１３条第２項に規定する負担額算定基準

子ども（以下「負担額算定基準子ども」とい

う。）が同一世帯に２人以上いる場合の次の

各号に掲げる子どもに係る利用者負担額は、

当該各号に定める額とする。 

   ⑴ 母子世帯等（母子及び父子並びに寡婦福

祉法による配偶者のない者が現に子どもを

扶養している世帯をいう。） 

   ⑴ 負担額算定基準子どものうち第２年長子

どもである子ども この表により算定され

た利用者負担額に２分の１を乗じて得た額 

   ⑵ 在宅障害児（者）等（次に掲げる者をい

う。）のいる世帯 

    ア 身体障害者福祉法第１５条第４項の規

定により身体障害者手帳の交付を受けた

者 

    イ 療育手帳制度要綱の規定により療育手

帳の交付を受けた者 

    ウ 精神保健及び精神障害者福祉に関する

法律第４５条第２項の規定により精神障

害者保健福祉手帳の交付を受けた者 

    エ 特別児童扶養手当等の支給に関する法

律に定める特別児童扶養手当の支給対象

児童、国民年金法に定める国民年金の障

害基礎年金等の受給者その他適当な者 

    オ 要保護者及び市長が要保護者に準じる

程度に困窮していると認める者 

   ⑵ 負担額算定基準子どものうち第１年長子

ども及び第２年長子ども以外の子ども ０

円 

  ９ 子どもの属する世帯が前項各号に掲げる世

帯の場合であって、市町村民税所得割額が６

３，９００円以上７７，１０１円未満である

場合には、この表の規定にかかわらず、特定

被監護者等のうち第１年長子どもに係る利用

者負担額は、９，０００円とする。 

  ９ この表及び前４項の規定にかかわらず、特

定被監護者等が２人以上いる場合であって、

市町村民税所得割額が５７，７００円未満で

ある世帯の場合の次の各号に掲げる子どもに

係る利用者負担額は、当該各号に定める額と

する。 

    ⑴ 特定被監護者等のうち第２年長子どもで

ある子ども この表により算定された利用

者負担額に２分の１を乗じて得た額 

    ⑵ 特定被監護者等のうち第１年長子ども及

び第２年長子ども以外の子ども ０円 

  １０ この表及び第５項から第８項までの規定

にかかわらず、子どもの属する世帯が第８項

各号に掲げる世帯に該当する場合であって、

市町村民税所得割額が７７，１０１円未満で

あり、かつ、特定被監護者等が２人以上いる

場合の特定被監護者等のうち第１年長子ども

以外の子どもに係る利用者負担額は、０円と

する。 

  １０ この表及び第５項から前項までの規定に

かかわらず、子どもの属する世帯が第５項に

該当する世帯の場合の前項第１号に掲げる子

どもに係る利用者負担額は、０円とする。 

  １１ 第５項及び第８項の規定により算定され   １１ 第５項から第９項までの規定により算定



 

 

た利用者負担額に１０円未満の端数があると

きの利用者負担額は、当該端数を切り捨てた

額とする。 

された利用者負担額に１０円未満の端数があ

るときの利用者負担額は、第５項から第９項

までの規定にかかわらず、当該端数を切り捨

てた額とする。 

  １２ ［略］   １２ ［略］ 

  

附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和８年９月１日から施行する。ただし、別表第１備考第１項及び

別表第２備考第１項の改正は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則による改正後のさいたま市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業

に関する利用者負担額を定める条例施行規則別表第２の規定は、この規則の施行の

日以後に行われる子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第２７条第１ 

項に規定する特定教育・保育、同法第２８条第１項第２号に規定する特別利用保育、 

同項第３号に規定する特別利用教育、同法第２９条第１項に規定する特定地域型保

育、同法第３０条第１項第２号に規定する特別利用地域型保育、同項第３号に規定

する特定利用地域型保育及び同項第４号に規定する特例保育（以下この項において

「特定教育・保育等」という。）に係る利用者負担額について適用し、同日前に行

われた特定教育・保育等に係る利用者負担額については、なお従前の例による。 


